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第7章 方法書に対する経済産業大臣の勧告 

 

「電気事業法」（昭和 39 年法律第 170 号）第 46 条の 8 第 1 項の規定に基づく環境影響評価方法書

についての経済産業大臣の勧告（令和 3 年 7 月 28 日）は、次のとおりである。 
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表 7-1 方法書に対する経済産業大臣の勧告と事業者の対応 

経済産業大臣の勧告 事業者の対応 

１．哺乳類の捕獲調査については、十分な精度で調

査、予測及び評価ができるよう、調査地域内の環境

特性ごとに適切な方法で行うこと。 

哺乳類の捕獲調査については、調査地域内の環境特

性ごとに適切な方法で実施しました。 

哺乳類の調査、予測及び評価の結果については「第

10 章 10.1.4 動物」に記載しました。 

２．対象事業実施区域の東側には、植生自然度の高い

海浜植生群落と湿性植物群落が分布していることか

ら、植物相調査ルートは改変想定区域を網羅するよ

うに設定すること。また、現地の状況に応じて調査

位置の変更、調査地点を増加する等、適切に調査、

予測及び評価を行うこと。 

植物相調査ルートは改変想定区域を網羅するように

設定しました。また、現地の状況に応じて適切に調

査、予測及び評価を行いました。 

植物の調査、予測及び評価の結果については「第 10

章 10.1.5 植物」に記載いたしました。 

３．哺乳類調査、昆虫類の現地調査、ポイントセンサ

ス調査に当たっては、定量的な評価が可能となるよ

う調査計画を策定すること。 

哺乳類調査、昆虫類の現地調査、ポイントセンサス

調査に当たっては、定量的な評価が可能となるよう調

査計画を策定しました。 

哺乳類及び昆虫類の調査、予測及び評価の結果につ

いては「第 10 章 10.1.4 動物」に記載しました。 

４．典型性注目種については、現地調査の結果を踏ま

えて候補の見直しを含めて検討の上、適切に選定す

ること。 

典型性注目種については、現地調査の結果を踏まえ

て選定しました。 

生態系の調査、予測及び評価の結果については「第

10 章 10.1.6 生態系」に記載いたしました。 
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